
経営事項審査の手引き（令和７年４月改訂） 改訂概要 

 

〇変更点 

 ・項目の追加、削除、掲載場所の変更 

  例 「電子申請において提出が省略できる書類について」を P.24 に追加、「申請用紙等の入手

方法」を P.10 に掲載 等 

 ・書類送付による申請で電子納付を希望する場合の手続き方法についての説明を追加 P.９参照 

 ・健康保険被保険者証の新規発行廃止に伴う取扱いの変更 P.12、18、19 参照 

 ・郵送、電子申請における確認資料の一部を簡素化 P11、13 参照 

No. 提出書類名 簡素化内容 

５ 

（源泉）所得税の領収証書 毎月納付の場合、審査対象事業年度内の 12 か月分の領収

証書の提出を求めていたところを、2 か月分（審査基準日

月の分とその半年前の分）の提出で可とする。 

16-1 建設業許可通知書 新規に経審を受審する場合を除き、提出不要とする 

21 
雇用保険被保険者資格取得

等確認通知書(事業主通知用) 

65 歳以上の技術者について、毎年提出を求めていたが、新

規掲載者を除き提出不要とする。 

 ・経審 Q＆A に内容を追加 P77、78 参照 

 ・所要の改正 

〇赤字が、修正・追記した部分になります。 

〇経営事項審査の評点項目及び審査項目に変更点はありません。 

〇令和７年４月１日以降申請分より適用になります。 


